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1.  22年10月期の業績（平成21年11月1日～平成22年10月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年10月期 2,721 0.9 507 6.9 504 6.4 295 8.2
21年10月期 2,695 10.2 475 9.7 474 9.8 272 13.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年10月期 9,740.13 9,344.79 14.7 19.9 18.7
21年10月期 9,141.32 8,718.55 15.8 20.7 17.6

（参考） 持分法投資損益 22年10月期  △6百万円 21年10月期  △56百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年10月期 2,698 2,175 80.0 70,503.14
21年10月期 2,369 1,886 78.9 61,810.89

（参考） 自己資本   22年10月期  2,158百万円 21年10月期  1,869百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年10月期 748 △617 △6 516
21年10月期 201 △427 △8 392

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年10月期 ― 0.00 ― 900.00 900.00 27 10.0 1.6
22年10月期 ― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 30 10.4 1.5

23年10月期 
（予想）

― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 10.3

3.  23年10月期の業績予想（平成22年11月1日～平成23年10月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

1,297 3.3 93 △51.8 91 △52.6 48 △54.3 1,568.06

通期 2,985 9.7 526 3.5 523 3.6 298 0.9 9,735.06
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4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

(注) 詳細は、23ページ「会計処理の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、42ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年10月期 30,611株 21年10月期 30,240株

② 期末自己株式数 22年10月期  ―株 21年10月期  ―株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、４ページ「次期の見通し」をご覧ください。 
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当事業年度（平成21年11月１日～平成22年10月31日）におけるわが国経済は、新興国を中心とした海

外経済の改善による輸出の緩やかな増加や、各国の経済対策の政策効果等を背景に、一部の指標に景気

回復傾向が見られたものの、依然として雇用情勢は厳しく、個人所得も伸び悩み、欧州経済の信用不安

や長期化する米国経済の停滞等で急激な円高が進み、景気の先行きは不透明な状況となっております。

こうした状況の下、当社の電子書籍サポート事業の中心である携帯電話市場においては、平成22年10

月末で高速データ通信が可能な第三世代携帯電話の契約加入台数が１億1,388万台（前年同月は１億487

万台、8.6％増）と、携帯電話総契約数１億1,590万台の98.3％に達する中、iPhoneやAndroid携帯電話

に代表される高機能端末が相次いで投入され、その需要増大により消費者がモバイルインターネットを

利用する機会がより拡大しております。（出所：社団法人電気通信事業者協会発表「携帯電話・PHS契

約数」より）  

このような市場環境の中、携帯電子書籍市場の成長に伴い、電子書籍サポート事業が堅調に推移した

結果、売上高、利益ともに前事業年度を上回ることができました。その結果、平成22年10月期の売上高

は2,721,120千円（前年同期比0.9％増）となりました。利益面につきましては、コンテンツ制作受託業

務の縮小に合せた販売費および一般管理費等の削減等、コストコントロールに取り組んだ結果、営業利

益は507,979千円（前年同期比6.9％増）、経常利益は504,761千円（前年同期比6.4％増）、当期純利益

につきましては、295,388千円（前年同期比8.2％増）となりました。当事業年度の経営成績は、売上

高、経常利益、当期純利益ともに３期連続で過去最高となりました。 

事業部門別の状況は次のとおりであります。 

＜電子書籍サポート事業＞ 

平成22年10月末現在、携帯電話でマンガを中心としたコンテンツの閲覧を可能にした総合電子書籍ビ

ューア「BookSurfing」を導入するサイト数が、ＮＴＴドコモ、ａｕ（ＫＤＤＩ）、ソフトバンクの主

要３キャリア合計1,120サイト（前年同月比27.0％増）、携帯電話で閲覧できるコンテンツのファイル

数は、携帯電子書籍市場全体で687万ファイル以上（前年同月比63.2％増）となり、電子書籍サポート

事業につきましては、前事業年度に引き続き電子コミックを主とした携帯電子書籍市場の拡大に伴い堅

調に推移しました。その結果、総合電子書籍ビューア「BookSurfing」を軸として推進する電子書籍サ

ポート事業につきましては、売上高は2,200,084千円（前年同期比8.2％増）となりました。  

また、中長期的な視点から行っております、電子書籍配信ソリューションのワンソース・マルチユー

スに基づくアライアンスプログラムの提供につきましては、前事業年度までに韓国・台湾・中国・香

港・マカオ・インドのアジア圏、北米およびフランスで開始しており、当事業年度においては、シンガ

ポール、ドイツ、マレーシア、ベトナムでもサービス開始となる等、パートナー企業20数社により当社

ソリューションが利用されております。 

＜クリエイターサポート事業＞ 

 クリエイターをトータルに応援するクリエイターサポート事業につきましては、売上高は521,035千

円（前年同期比21.4％減）となりました。イラスト制作ソフトウェア「IllustStudio」およびマンガ制

作ソフトウェア「ComicStudio」等の販売は439,320千円（前年同期は450,354千円、2.5％減）とほぼ横

ばいで推移しましたが、マルチメディアコンテンツ受託制作業務の縮小に伴い、売上高が81,715千円

（前年同期は212,604千円、61.6％減）と減少したことによります。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

 ① 当事業年度の概況
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当社を取り巻く事業環境といたしましては、スマートフォンの普及や利用拡大等を鑑み、今後も携帯

電話からのインターネット利用は、質・量ともに増加していくものと見込んでおります。大容量・高速

データ通信可能な携帯電話端末の普及により、次期事業年度においても電子コミックを中心に携帯電子

書籍市場が拡大していくと予想しております。 

また、クリエイターサポート事業では、インターネットを通じて、イラスト、マンガ、アニメ、小説

を制作するクリエイターの創作活動をトータルに応援するサイト「CLIP」を開始しており、次期事業年

度でも経営リソースを開発等に傾注し、当社における次の事業の柱として推進してまいります。 

以上により、平成23年10月期の通期業績につきましては、売上高2,985百万円（前年比9.7％増）を計

画しております。利益面につきましては、営業利益は526百万円（前年比3.5％増）、経常利益は523百

万円（前年比3.6％増）、当期純利益は298百万円（前年比0.9％増）を予想しております。なお、次期

の配当予想につきましては、１株あたり1,000円を見込んでおります。  

  

 ② 次期の見通し（平成22年11月１日～平成23年10月31日）
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当事業年度末における資産は、前事業年度末に比べ328,951千円増加し2,698,064千円となりました。

 これは主として、売上債権の回収により売掛金が91,000千円減少したものの、現金及び預金が

127,900千円、クリエイターサポート事業のレンタル用タブレット等の貯蔵品が34,439千円、総合電子

書籍ビューア「BookSurfing」の機能追加、およびインターネットを通じてイラスト、マンガ、アニ

メ、小説を制作するクリエイターの創作活動をトータルに応援するサイト「CLIP」の開発によりソフト

ウエアが283,554千円増加したことによるものであります。 

 負債につきましては、前事業年度末に比べ40,450千円増加し522,876千円となりました。これは主と

して、法人税等の中間納付により未払法人税等が26,268千円減少したものの、買掛金が20,511千円、未

払金が42,369千円増加したことによるものであります。 

 純資産につきましては、前事業年度末に比べ288,500千円増加し2,175,187千円となりました。これは

主として、配当金の支払27,216千円があったものの、当期純利益295,388千円を計上し利益剰余金が

268,172千円増加したことによるものであります。 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末に比べ124,220千

円増加し、516,760千円となりました。なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、748,527千円となりました。 

 これは主として、法人税等の支払額245,288千円があったものの、税引前当期純利益の計上495,680千

円、減価償却費336,120千円、売掛金の回収により売上債権の減少額91,630千円があったことによるも

のであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、617,532千円となりました。 

 これは主として、ソフトウエア等の無形固定資産595,336千円の取得、投資有価証券33,200千円の取

得等によるものであります。ソフトウエアの取得につきましては、主に総合電子書籍ビューア

「BookSurfing」のスマートフォンに対応するための機能追加の開発や、インターネットを通じてイラ

スト、マンガ、アニメ、小説を制作するクリエイターの創作活動をトータルに応援するサイト「CLIP」

の開発によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、6,773千円となりました。 

 これは主として、株式の発行による収入20,442千円があったものの、配当金の支払による支出27,216

千円があったことによるものであります。 

  

(2) 財政状態に関する分析

 ①資産、負債及び純資産の状況

 ②キャッシュ・フローの状況

㈱セルシス(3829)平成22年10月期 決算短信（非連結）

5



  
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数 により算出しております。 

    なお、平成18年10月期は未上場のため、記載しておりません。 

２．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。 

３．平成21年10月期および平成22年10月期の「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」は、算定の基礎

となる期末有利子負債残高がないため、記載しておりません。 

４．平成22年10月期の「インタレスト・カバレッジ・レシオ」は、利払い額がないため記載しておりま

せん。 

５．営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」および「利息の支払額」を用いております。 

  

  

当社は、株主の皆様への利益還元につきましては、経営の重要な課題の一つと認識しております。 

当社では、経営環境の変化に耐え得る経営基盤強化のための内部留保とのバランスを考慮しつつ、配

当性向を基準とする業績に応じた利益配当により利益還元を実施していくことを基本方針として参りま

す。  

上記基本方針に基づき、当期純利益の10％を配当性向の目処とさせていただく予定です。以上を踏ま

え、平成22年10月期の配当につきましては、１株当たり1,000円の配当を実施する剰余金処分案を定時

株主総会にてお諮りする予定であります。また、次期の配当につきましても、期末配当として１株当た

り1,000円を予定しております。  

また、配当性向につきましては、今後の業績に応じて適宜見直しを行っていく方針です。 

平成18年10月期 平成19年10月期 平成20年10月期 平成21年10月期 平成22年10月期

自己資本比率（％） 78.4 80.6 71.7 78.9 80.0

時価ベースの自己資本比率
（％）

－ 239.7 138.0 291.0 114.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（％）

22.8 63.6 1.3 － －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

158.3 51.0 1,844.4 2,312.2 －

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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以下において、当社の事業の状況および経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性

があると考えられる主な事項およびその他投資家等の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記

載しております。当社といたしましては、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避

および発生した場合の対応に最大限努める方針でありますが、本項目の記載は当社の事業または当社の

株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありません。当社の株式に関する投資判断は本項

目以外の記載内容も合わせて、慎重に検討したうえで行われる必要があると考えております。 

なお、以下に記載のうち将来に関する事項は、別段の記載がない限り、本書提出日現在において当社

が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

① 業績の変動について 

当社の業績は、新しいソフトウェア製品の発売時期および受託業務にかかる成果物の取引先による検

収の時期に、比較的大きな売上計上となりますので、これらの影響により当社の業績も変動するという

構造となっております。受託業務全般において、取引先から成果物に対する検収を受けることで売上計

上を行っておりますが、取引先からの受託業務の大きさ、需要動向や検収の時期による影響により、当

社の業績も四半期ごとに変動する可能性があります。 

また、当社がクリエイターサポート事業において販売するパッケージソフトウェアは、毎期年末年始

の販売店における需要が旺盛になるため、毎年10月に出荷のピークを迎え、売上高が第４四半期に集中

いたします。さらには、過去３期間において受託案件の検収が第４四半期となったため、結果として売

上高が偏重する形になりました。 

今後も第４四半期に売上高が偏重するとは限りませんが、上記の構造により、各事業年度の特定の時

期に売上高が偏重する可能性があります。 

過去の四半期ごとの売上高は以下のとおりとなっております。 

四半期売上高の推移                       （単位：千円） 

 
  

 
  

  

(4) 事業等のリスク

平成22年10月期

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

四半期売上高 598,679 657,383 671,538 793,520

累計売上高 － 1,256,062 1,927,600 2,721,120

期末売上高への進捗率 22.0％ 46.1％ 70.8％ 100.0％

平成21年10月期

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

四半期売上高 609,841 609,498 690,989 785,335

累計売上高 － 1,219,339 1,910,329 2,695,664

期末売上高への進捗率 22.6％ 45.2％ 70.9％ 100.0％
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② 主要販売先への依存について 

当社の売上高取引金額上位となる取引先は、事業年度ごとに異なります。しかしながら、事業年度ご

とに当社の売上高のうち取引金額上位３社の合計金額に着目しますと、平成20年10月期につきましては

売上高全体の31.8％、平成21年10月期につきましては売上高全体の34.9％、平成22年10月期につきまし

ては売上高全体の36.4％をそれぞれ占めております。 

当社は、事業構造上、大口取引先との取引の継続は避けられず、現在の主要販売先との取引を今後も

引続き安定的に維持することが必要となり、またそれは可能であるものと想定しております。 

大口取引先とは継続的で良好な取引関係を維持しております。しかしながら、これら主要販売先のす

べてとの間に長期または継続的な取引契約が存在するものではありませんので、万一現在の主要販売先

との取引継続が困難となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 技術革新について 

当社が主に事業展開しているソフトウェア業界は、技術革新の速度およびその変化度が著しい業界で

あり、新技術、新サービスが次々と生み出されております。当社としては、担当部門において当該技術

革新に対応するよう研究開発に努めており、android携帯等スマートフォンへの新機種に対応を行って

おります。しかしながら、万一、今後新規に登場する各種情報端末に適切に対応することができなかっ

た場合または当社が想定していない新技術、新サービスが普及等した場合には、当社の提供するソフト

ウェア、サービス等が陳腐化し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

④ 法的規制について 

現在、当社の主な事業を推進するうえで、直接的規制を受けるような法的規制はありませんが、当社

は顧客の個人情報を保有・管理しており、「個人情報の保護に関する法律」に規定される個人情報取扱

事業者に該当します。当社は、同法を遵守し、個人情報が含まれるデータへのアクセス権限の制限、不

正な外部侵入を未然に防止するためネットワークセキュリティを強化する等、個人情報が外部に漏洩す

ることのないよう、取扱いには十分に留意しております。さらに当社は、平成19年７月30日付で、経済

産業省の外郭団体である財団法人日本情報処理開発協会(JIPDEC)より、プライバシーマーク付与の認定

を受け、個人情報保護の対策に努めております。しかしながら、完全に外部からの不正アクセス等を防

止できる保障はなく、また、人的ミス等社内管理上の問題により、個人情報が漏洩する可能性は常に存

在します。万一、個人情報が外部に漏洩するような事態になった場合には、社会的信用の失墜、損害賠

償の請求等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社はホームページ上での通信販売ならびに「CLIP」などインターネットを活用したサービス

を提供しております。インターネットサービスにつきましては、不可欠のインフラとして社会に浸透し

ていく一方で、従来の法令が想定していなかったインターネット特有のトラブルも発生していることか

ら、これに対応するための新たな法的規制が行われる可能性があります。また、個人情報の管理につき

ましても、個人情報の漏洩や不正利用が後を絶たない社会情勢を踏まえ、企業により厳格な個人情報管

平成20年10月期

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

四半期売上高 509,713 593,977 624,775 717,288

累計売上高 － 1,103,690 1,728,466 2,445,754

期末売上高への進捗率 20.8％ 45.1％ 70.7％ 100.0％
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理を求める法改正がなされる可能性があります。新たな法的規制の適用対象が当社の事業に及んだ場

合には、当社の事業活動に影響を及ぼす可能性があり、また、当該規制に対応するために、サービス内

容の変更やコストが増加する等、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 知的財産権について 

当社は、これまで第三者の知的財産権に関して、これを侵害することのないよう留意し、制作・開発

を行っております。また、コンテンツの受託制作においては、第三者の知的財産権に関する許諾を取得

していること等を取引先委託企業に確認するよう努めております。しかしながら、当社の事業分野にお

ける知的財産権の現況を全て把握することは非常に困難であり、当社が把握できていないところで第三

者の知的財産権を侵害している可能性は否定できません。万一、当社が第三者の知的財産権を侵害した

場合には、当該第三者より損害賠償請求または使用差止請求等の訴えを起こされる可能性があります。

こうした場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社では、特許権、商標権等の出願を行い、知的財産権の保全を図っておりますが、これらの

出願が認められない可能性や取得済みの特許権等が第三者により侵害される可能性があります。このよ

うな場合には、解決するまでに多くの費用や時間を費やすことが予想され、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

⑥ 人材の確保および育成について 

当社の事業拡大につきましては、急速な技術革新への対応、継続的な研究開発等が不可欠であり、こ

れらに対応する優秀な人材を適切な時期に確保し、育成することが必要であると考えております。その

ため、当社では人材確保に注力するとともに人事評価も四半期ごとに実施する等の施策を行っておりま

すが、当社が必要とする能力のある人材を計画どおりに確保または育成することができなかった場合に

は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 内部管理体制について 

当社では、業容の拡大、従業員の増加に合わせた内部管理体制の整備を重要課題の一つとして位置付

けており、今後も内部管理体制の強化・充実を図ってまいりますが、十分な人的・組織体制構築等のコ

ストの増加により、当社の収益性が悪化し、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

⑧ 出資等による業務提携について 

当社では、当事業年度末で投資有価証券および関係会社株式187,072千円を保有しております。当社

は事業シナジーが見込める国内外のコンピュータソフトウェア関連企業に対して出資しております。 

また、開発型企業である当社は技術獲得等のためにもM&Aおよび提携戦略は重要であり、必要に応じ

てこれらを検討していく方針であります。これらの出資先は今後の当社の事業推進に貢献するものと期

待しておりますが、出資先の経営環境や経済環境の急変等何らかの事情により、出資・投資の採算が期

待どおりにならない可能性を完全に否定できません。このような場合、出資先の株式の減損処理等によ

り当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑨ 関連会社について 

当社は、関連会社である5digistar株式会社に75,772千円の出資をしており、平成22年10月期におけ

る持分法を適用した場合の投資損失の金額は6,546千円であります。同社への出資は今後の当社の電子

書籍サポート事業において事業シナジーが見込め、収益に貢献するものと期待しておりますが、同社の

経営環境や経済環境の急変等何らかの事情により、出資・投資の採算が期待どおりにならない可能性を

完全に否定できません。このような場合、持分法を適用した場合の投資損失の金額が拡大する可能性や
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同社の株式の減損処理等により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑩ インターネットを利用したサービスの提供について 

当社は、インターネットを利用したサービスを提供するにあたっては、バックアップ体制の構築等の

様々なトラブル対策を施しております。しかしながら、何らかの通信上の障害が発生する可能性を完全

に排除することは技術的に困難であり、ネットワーク障害によってサービスの提供ができない状態が長

時間続いた場合、サービスの利用者に対する補償等が発生し当社の事業に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

⑪ 消費者の嗜好の変化について 

今後、携帯電話の高性能化ならびに通信速度の向上が進むことにより、新たな携帯電話向けコンテン

ツサービスの普及が予想されます。消費者の嗜好が携帯電子書籍から新しいサービスへと移行した場合

には、携帯電子書籍の需要が減少し当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑫ 新規ソフトウェア開発投資について 

当社が事業を展開するソフトウェアおよびインターネットサービスの業界においては技術革新の速度

が非常に速いことから、当社では常に魅力ある製品・サービスを提供して競争力を維持するため継続的

な研究開発・設備投資を行っております。しかしながら、業界動向の変化等により投資を回収できるだ

けの収益が得られなかった場合には当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

   該当事項はありません。 

   

  

 当社は、子会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

  

  

  

  

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等

2. 企業集団の状況
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デジタルベースでのアニメ、マンガの制作手法と表現形態を確立し、日本の誇るコンテンツ文化を活

性化することであります。  

日本のアニメ、マンガは世界的にも評価が高く、日本から海外に発信できる重要なコンテンツであり

ます。この制作環境のデジタル化とデジタルメディアでの流通を支援することは、日本の文化を発展さ

せ、社会に貢献することにつながると当社は確信しております。 

当社は、高い成長率を維持しつつ利益向上を図ることを課題としております。このような観点から重

要な経営指標として、売上高および経常利益をあげて企業価値の拡大を目指して行きたいと考えており

ます。  

当事業年度では、これまで当社の柱として展開してきました「電子書籍サポート事業」に加え、次の

柱として育成を計るため「クリエイターサポート事業」の両事業分野に注力してまいりました。次期以

降につきましても継続して注力し、さらなる成長を目指してまいります。  

「電子書籍サポート事業」では、今後新規に登場する各種情報端末に適切に対応してまいります。ま

た、電子書籍配信ソリューションのワンソース・マルチユースに基づくアライアンスプログラムの提供

につきましても、パートナー企業により当社ソリューションが利用いただけるよう継続して推進してま

いります。  

「クリエイターサポート事業」では、インターネットを通じてイラスト、マンガ、アニメ、小説を制

作するクリエイターの創作活動をトータルに応援するサイト「CLIP」の充実に経営リソースを注力して

まいります。現在は、イラストやマンガ等の創作活動に必要なアイテムをレンタルできる「道具をそろ

える」、作品制作に利用可能な各種素材をダウンロードしたり、自作の素材を公開できる「素材をさが

す」、全国のセブン-イレブン店頭にあるコピー機からプリント出力できる「プリントサービス」、グ

ラフィックソフトの使い方や「CLIP」の活用法を解説する「学ぶ」、作品制作に必要なデータを保管・

共有できる「保管・共有する」、作品を発表するサイトを簡単に作れる「作品を見てもらう」等の各サ

ービスを提供しており、今後も新たなサービスを追加してまいります。 

当社が対処すべき課題と対処の方針は次のとおりであります。 

① 人材の確保および育成 

当社は、急速な技術革新への対応と継続的な研究開発等が事業拡大には不可欠であり、このような環

境や変化に対応し、適切にニーズに合ったサービスを提供することが可能な体制を構築していくことが

重要であると認識しております。  

そのために、優秀な人材の確保と育成は事業発展のための根幹と考え、適時必要な戦力となる社員の

採用を行い、育成していくことにより、業容拡大への源泉としてまいります。また、四半期ごとに人事

評価を実施するなど、人事制度面からも社員が能力を発揮するためのモチベーションを高める施策を行

ってまいります。  

② 新規事業の開拓 

当社が長期的に発展し、株主の皆様のご期待にお応えしていくためには、社会に寄与することのでき

る有益な製品の開発や、お客様に満足頂ける製品の改良や改善、およびサービスの提供に加え、新たな

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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事業の創出による拡大が必須であります。これらの実現のため、当社が長年培ってきたコンピュー

タ・グラフィックの領域で広く業務・資本提携をも視野に入れた業容の拡大を図ってまいります。  

なお、当社では、インターネットを通じてイラスト、マンガ、アニメ、小説を制作するクリエイター

の創作活動をトータルに応援するサイト「CLIP」を開始しております。電子書籍サポート事業に続く柱

として、次期事業年度においても事業育成に努めてまいります。  

該当事項はありません。  

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年10月31日)

当事業年度
(平成22年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 442,849 570,749

受取手形 630 －

売掛金 ※ 785,086 694,085

製品 15,014 18,506

原材料 40,663 34,373

仕掛品 1,094 －

貯蔵品 － 34,439

前渡金 25,152 20,451

前払費用 27,067 20,292

繰延税金資産 45,807 53,008

その他 350 7,576

貸倒引当金 △4,281 △22,995

流動資産合計 1,379,434 1,430,487

固定資産

有形固定資産

建物 53,517 54,837

減価償却累計額 △13,056 △20,450

建物（純額） 40,460 34,387

工具、器具及び備品 156,259 177,891

減価償却累計額 △128,350 △149,177

工具、器具及び備品（純額） 27,909 28,713

有形固定資産合計 68,370 63,101

無形固定資産

特許権 10,735 9,125

商標権 3,278 6,597

ソフトウエア 558,266 841,821

ソフトウエア仮勘定 2,853 3,096

その他 6,244 8,970

無形固定資産合計 581,379 869,612

投資その他の資産

投資有価証券 87,712 111,300

関係会社株式 75,772 75,772

長期前払費用 3,125 －

敷金及び保証金 153,763 123,070

繰延税金資産 19,557 24,719

投資その他の資産合計 339,929 334,862

固定資産合計 989,679 1,267,576

資産合計 2,369,113 2,698,064
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年10月31日)

当事業年度
(平成22年10月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 109,685 130,197

未払金 29,598 71,967

未払費用 84,489 80,439

未払法人税等 162,007 135,738

未払消費税等 5,635 15,313

前受金 14,901 14,819

預り金 18,926 17,805

返品調整引当金 10,486 3,756

流動負債合計 435,731 470,038

固定負債

退職給付引当金 46,694 52,838

固定負債合計 46,694 52,838

負債合計 482,426 522,876

純資産の部

株主資本

資本金 757,669 768,552

資本剰余金

資本準備金 509,665 520,149

資本剰余金合計 509,665 520,149

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 603,683 871,856

利益剰余金合計 603,683 871,856

株主資本合計 1,871,018 2,160,558

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,857 △2,387

評価・換算差額等合計 △1,857 △2,387

新株予約権 17,525 17,016

純資産合計 1,886,687 2,175,187

負債純資産合計 2,369,113 2,698,064
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

売上高 2,695,664 2,721,120

売上原価

製品期首たな卸高 14,698 15,014

当期製品製造原価 1,378,090 1,426,106

合計 1,392,788 1,441,121

製品期末たな卸高 15,014 18,506

売上原価合計 ※1 1,377,774 ※1 1,422,614

売上総利益 1,317,890 1,298,505

返品調整引当金戻入額 23,329 10,486

返品調整引当金繰入額 10,486 3,756

差引売上総利益 1,330,733 1,305,235

販売費及び一般管理費 ※2, ※3 855,587 ※2, ※3 797,256

営業利益 475,145 507,979

営業外収益

受取利息 ※4 846 290

受取手数料 107 －

為替差益 342 －

その他 12 9

営業外収益合計 1,309 299

営業外費用

支払利息 75 －

株式交付費 337 477

為替差損 － 713

特許権償却費 1,186 1,609

商標権償却費 434 718

営業外費用合計 2,033 3,518

経常利益 474,421 504,761

特別利益

投資有価証券売却益 27,835 －

特別利益合計 27,835 －

特別損失

投資有価証券評価損 29,995 9,081

特別損失合計 29,995 9,081

税引前当期純利益 472,262 495,680

法人税、住民税及び事業税 161,082 212,653

法人税等調整額 38,210 △12,362

法人税等合計 199,293 200,291

当期純利益 272,969 295,388
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（注） ※１ 主な内訳は、次のとおりであります。 

 
  

    ※２ 他勘定振替の内容は、次のとおりであります。 

 
  

  

  （原価計算の方法） 

  当社の原価計算は、個別原価計算を採用しております。 

   なお、パッケージソフトについては、製造ロット別の個別原価計算を採用しております。 

  

【製造原価明細書】

前事業年度
(自 平成20年11月１日  
  至 平成21年10月31日)

当事業年度 
(自 平成21年11月１日  
  至 平成22年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 材料費 284,361 16.0 279,657 13.7

Ⅱ 労務費 634,373 35.6 603,798 29.6

Ⅲ 外注費 478,185 26.8 629,589 30.9

Ⅳ 経費 ※１ 384,903 21.6 525,547 25.8

  当期総製造費用 1,781,822 100.0 2,038,591 100.0

  仕掛品期首たな卸高 31,861 1,094

  合計 1,813,684 2,039,686

  他勘定振替 ※２ 434,499 613,579

  仕掛品期末たな卸高 1,094 ─

  当期製品製造原価 1,378,090 1,426,106

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

消耗品費 13,596 17,626

賃借料 113,282 113,459

減価償却費 212,122 319,590

募集費 7,385 14,327

支払手数料 9,147 9,245

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

ソフトウエア仮勘定 380,103 580,969

研究開発費 50,928 32,442

その他 3,466 167

計 434,499 613,579

㈱セルシス(3829)平成22年10月期 決算短信（非連結）

16



(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 745,402 757,669

当期変動額

新株の発行 12,266 10,883

当期変動額合計 12,266 10,883

当期末残高 757,669 768,552

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 498,065 509,665

当期変動額

新株の発行 11,600 10,483

当期変動額合計 11,600 10,483

当期末残高 509,665 520,149

資本剰余金合計

前期末残高 498,065 509,665

当期変動額

新株の発行 11,600 10,483

当期変動額合計 11,600 10,483

当期末残高 509,665 520,149

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 354,558 603,683

当期変動額

剰余金の配当 △23,844 △27,216

当期純利益 272,969 295,388

当期変動額合計 249,125 268,172

当期末残高 603,683 871,856

利益剰余金合計

前期末残高 354,558 603,683

当期変動額

剰余金の配当 △23,844 △27,216

当期純利益 272,969 295,388

当期変動額合計 249,125 268,172

当期末残高 603,683 871,856

株主資本合計

前期末残高 1,598,026 1,871,018

当期変動額

新株の発行 23,866 21,367
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

剰余金の配当 △23,844 △27,216

当期純利益 272,969 295,388

当期変動額合計 272,992 289,540

当期末残高 1,871,018 2,160,558

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,897 △1,857

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

40 △530

当期変動額合計 40 △530

当期末残高 △1,857 △2,387

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1,897 △1,857

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

40 △530

当期変動額合計 40 △530

当期末残高 △1,857 △2,387

新株予約権

前期末残高 9,718 17,525

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7,807 △509

当期変動額合計 7,807 △509

当期末残高 17,525 17,016

純資産合計

前期末残高 1,605,847 1,886,687

当期変動額

新株の発行 23,866 21,367

剰余金の配当 △23,844 △27,216

当期純利益 272,969 295,388

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7,847 △1,039

当期変動額合計 280,839 288,500

当期末残高 1,886,687 2,175,187
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 472,262 495,680

減価償却費 238,322 336,120

株式報酬費用 7,807 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △474 18,714

返品調整引当金の増減額（△は減少） △12,842 △6,729

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,468 6,143

受取利息 △846 △290

支払利息 75 －

株式交付費 337 477

特許権償却費 1,186 1,609

商標権償却費 434 718

投資有価証券評価損益（△は益） 29,995 9,081

投資有価証券売却損益（△は益） △27,835 －

売上債権の増減額（△は増加） △280,310 91,630

たな卸資産の増減額（△は増加） 35,701 △30,547

仕入債務の増減額（△は減少） 9,025 20,511

未払金の増減額（△は減少） △1,585 35,365

前受金の増減額（△は減少） △38,746 △82

その他の資産の増減額（△は増加） △4,700 11,163

その他の負債の増減額（△は減少） △31,352 3,959

小計 402,920 993,525

利息の受取額 846 290

利息の支払額 △86 －

法人税等の支払額 △202,538 △245,288

営業活動によるキャッシュ・フロー 201,141 748,527

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,696 △3,680

有形固定資産の取得による支出 △41,031 △16,008

無形固定資産の取得による支出 △399,380 △595,336

投資有価証券の取得による支出 △20,007 △33,200

投資有価証券の売却による収入 30,000 －

関係会社株式の取得による支出 △4,000 －

敷金の回収による収入 10,874 30,692

投資活動によるキャッシュ・フロー △427,241 △617,532

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △8,160 －

株式の発行による収入 23,529 20,442

配当金の支払額 △23,844 △27,216

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,474 △6,773

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △234,574 124,220

現金及び現金同等物の期首残高 627,114 392,539

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 392,539 ※ 516,760
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  該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】
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(6)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  同左 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

  同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品及び原材料 

 移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

(2) 仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

（会計処理の変更）  

 当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用

しております。これにより、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響は軽微であります。

(1) 製品、原材料及び貯蔵品 

 移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

(2) 仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く） 

 定率法によっております。 

 (ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物については、定額法を採

用しております。) 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

 建物     ３～15年 

 器具及び備品 ４～６年

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く） 

  同左

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

 定額法によっております。

 (自社利用のソフトウエア)

 社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。

 (市場販売目的のソフトウエア)

 見込販売数量に基づく償却額と、残

存見込販売有効期間に基づく均等償却

額との、いずれか大きい金額を計上し

ております。なお、当期における見込

販売有効期間は３年としております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く） 

  同左 

 (自社利用のソフトウエア) 

  同左 

  

 (市場販売目的のソフトウエア) 

  同左

(3) リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年10月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

(3) リース資産 

  同左

 

(4) 長期前払費用 

 均等償却によっております。

(4) 長期前払費用  

  同左 
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項目
前事業年度

(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

４ 繰延資産の処理方法 株式交付費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。

株式交付費 

  同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 
 

(1) 貸倒引当金 

  同左

(2) 返品調整引当金

 将来発生する見込みの返品による損
失に備えるため、過去の返品実績率に
より計上しております。 
 

(2) 返品調整引当金 

  同左

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当
期末における自己都合要支給額の見込
額に基づき、計上しております。 
 

(3) 退職給付引当金 

  同左 

６ ビューア利用売上の計上

基準

 ビューア利用売上は、取引先からの

ビューア利用報告書に基づき売上計上

し、決算日において当該報告書が受領

できない期間については過去の売上実

績に基づき見積計上しております。後

日、取引先からのビューア利用報告書

の受領により当社計上額と当該報告額

との差額につき売上調整しておりま

す。 

 

  同左

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金および取得日

から３ヵ月以内に満期日又は償還日の

到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない短期的な投

資であります。 

 

  同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

 

 消費税等の会計処理 

  同左
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(7)【会計処理の変更】

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６

月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19

年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。  

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。  

 これによる損益への影響はありません。 

 

────

──── （受注制作のソフトウェアに係る売上高及び売上原価の

計上基準の変更） 

 受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準につい

ては、従来、工事完成基準を適用しておりましたが 

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12

月27日）を当事業年度より適用し、当事業年度に着手し

た受注制作のソフトウェアに係る契約から、当事業年度

末までの進捗部分について成果の確実性が認められるソ

フトウェア制作については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他のソフトウェア制作

については工事完成基準を適用しております。なお、当

事業年度末においては工事進行基準を適用しているソフ

トウェア制作がないため、これによる売上高、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益への影響はありませ

ん。 
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(8)【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

※ （関係会社に対する資産及び負債）

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

  売掛金      11,571千円

─────

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

     売上原価               283千円 

 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

     売上原価                244千円 

 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

(千円)

広告宣伝費 60,860

給与手当および賞与 255,629

役員報酬 96,693

法定福利費 35,263

賃借料 92,664

研究開発費 50,928

減価償却費 18,699

貸倒引当金繰入額 3,488

退職給付費用 4,279

支払手数料 84,905
 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

(千円)

広告宣伝費 70,514

給与手当および賞与 211,895

役員報酬 88,365

法定福利費 30,972

賃借料 94,195

研究開発費 32,442

減価償却費 13,404

貸倒引当金繰入額 18,714

退職給付費用 5,827

支払手数料 104,830

 

おおよその割合 (％)

 販売費 8.6

 一般管理費 91.4

 
 

おおよその割合 (％)

 販売費 10.1

 一般管理費 89.9

※３ 研究開発費の総額 

 一 般 管 理 費 に 含 ま れ る 研 究 開 発 費 は、

50,928千円であります。 

※３ 研究開発費の総額 

 一 般 管 理 費 に 含 ま れ る 研 究 開 発 費 は、

32,442千円であります。 

※４ 受取利息に含まれる関係会社に対するものは、

265千円であります。

          ─────
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前事業年度(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 ストック・オプションの行使による増加      435株 

  
  

２．新株予約権等に関する事項 

 
  

 ３．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

  

 
  

  （2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 29,805 435 ─ 30,240

内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業 
年度末残高 
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業
年度末

ストック・オプション
としての新株予約権

─ ― ─ ─ ─ 17,525

合計 ― ― ─ ─ ─ 17,525

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成21年１月29日  

定時株主総会
普通株式 23,844 800 平成20年10月31日 平成21年１月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当

額（円）
基準日 効力発生日

平成22年１月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 27,216 900

平成21年 

10月31日

平成22年 

１月29日
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当事業年度(自 平成21年11月１日 至 平成22年10月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 ストック・オプションの行使による増加        371株 

  
  

２．新株予約権等に関する事項 

 
  

 ３．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 
  

  

 
  

  

  （2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 30,240 371 － 30,611

内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業 
年度末残高 
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業
年度末

ストック・オプション
としての新株予約権

─ ― ─ ─ ─ 17,016

合計 ― ― ─ ─ ─ 17,016

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成22年１月28日

定時株主総会
普通株式 27,216 900 平成21年10月31日 平成22年１月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当

額（円）
基準日 効力発生日

平成23年１月28日 

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 30,611 1,000

平成22年 

10月31日

平成23年 

１月31日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成21年10月31日現在)

(千円)

現金及び預金 442,849

預入期間３ヵ月超の定期預金 △50,309

現金及び現金同等物 392,539
  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成22年10月31日現在)

(千円)

現金及び預金 570,749

預入期間３ヵ月超の定期預金 △53,989

現金及び現金同等物 516,760
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 金融商品に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開

示を省略しております。 

  

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

１ リース物件に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１ リース物件に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具及び 
備品

28,369 11,921 16,447

ソフト 
ウェア

47,669 19,657 28,011

合計 76,038 31,579 44,459

 
 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具及び
備品

26,326 14,758 11,568

ソフト
ウェア

47,669 29,191 18,477

合計 73,996 43,949 30,046

 

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

(千円)

１年以内 14,407

１年超 31,742

合計 46,150

 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

(千円)

１年以内 14,350

１年超 17,391

合計 31,742

 

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

(千円)

支払リース料 15,845

減価償却費相当額 14,348

支払利息相当額 1,945

 
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

(千円)

支払リース料 15,712

減価償却費相当額 14,222

支払利息相当額 1,496

 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

    利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

     同左

      利息相当額の算定方法

        同左

 

２ オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

(千円)

１年以内 453

１年超 1,164

合計 1,618

 
 

２ オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

(千円)

１年以内 486

１年超 741

合計 1,227

(金融商品関係)
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（注）非上場株式の貸借対照表計上額は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減

損処理を行い、投資有価証券評価損29,995千円を計上しております。 

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

  関連会社株式（貸借対照表計上額75,772千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。 

  

２ その他有価証券 

  その他有価証券は、すべて市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式

（貸借対照表計上額111,300千円）であります。 

  

３ 減損処理を行った有価証券 

   当事業年度において、その他有価証券の非上場株式について9,081千円の減損処理を行っております。

  

   当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

   当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

(有価証券関係)

前事業年度(平成21年10月31日)

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容

内容 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 87,712

子会社株式及び関連会社株式

 関連会社株式 75,772

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

30,000 27,835 ─

当事業年度(平成22年10月31日)

１ 子会社及び関連会社株式

(デリバティブ取引関係)

  前事業年度（自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日）

  当事業年度（自 平成21年11月１日 至 平成22年10月31日）
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  前事業年度（自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日） 

 
    

  当事業年度（自 平成21年11月１日 至 平成22年10月31日） 

 
  

  

(持分法投資損益等)

項目
当事業年度

（平成21年10月31日)

関連会社に対する投資の金額(千円) 75,772

持分法を適用した場合の投資の金額(千円) 19,455

持分法を適用した場合の投資損失の金額(千円) △56,316

項目
当事業年度

（平成22年10月31日)

関連会社に対する投資の金額(千円) 75,772

持分法を適用した場合の投資の金額(千円) 12,908

持分法を適用した場合の投資損失の金額(千円) △6,546
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（追加情報） 

 当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）

を適用しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

１ 関連当事者との取引 

  

(1) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
  

（注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の貸付に係る貸付利率については、短期プライムレート等市場金利を勘案して決定しており

ます。なお、資金の貸付は、期末までに貸付金額全額の返済を受けております。 
  

  

  

(2) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

※ 平成17年ストック・オプションは行使条件に従い、決定しております。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

   該当事項はありません。 

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

 該当事項はありません。 

  

(関連当事者情報)

前事業年度(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職

業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係内容 取引の 

内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
5digistar
株式会社

兵庫県 
神戸市 
中央区

188,880
ソフトウ
ェア開発

（所有）
直接15.3

兼任
２名

ソフトウ
ェア開発

資金の

貸付
44,000 ─ ─

利息の

受取
265 ─ ─

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 川上陽介 ― ―
当社取締役
会長

（被所有）
直接13.5

―

ストック・
オプション
の権利行使
※

11,840 ― ―
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当事業年度(自 平成21年11月１日 至 平成22年10月31日) 

１ 関連当事者との取引 

  

 (1) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
（注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

ソフトウェア開発については、一般の取引慣行に基づき、他の外注先との取引価格を参考にし

て、その都度交渉の上、決定しております。 
  

 (2) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

※ 平成17年ストック・オプションは行使条件に従い、決定しております。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

   該当事項はありません。 

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

 該当事項はありません。 

  

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職

業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の

内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
5digistar
株式会社

兵庫県 
神戸市 
中央区

258,880
ソフトウ
ェア開発

（所有）
直接13.7

兼任
１名

ソフトウ
ェア開発

ソフトウ

ェア開発

の外注

63,500 ─ ─

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 川上陽介 ― ― 当社取締役
（被所有）
直接14.1

―

ストック・
オプション
の権利行使
※

11,840 ― ―
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年10月31日)

当事業年度
(平成22年10月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

流動資産

 繰延税金資産 （千円）

  未払費用 24,390

  未払事業税 14,975

  未払事業所税 1,515

  貸倒引当金 659

  返品調整引当金 4,266

 繰延税金資産合計 45,807

固定資産

 繰延税金資産 （千円）

  退職給付引当金 19,000

  ソフトウエア償却費 557

  その他有価証券評価差額金 755

 繰延税金資産小計 20,313

  評価性引当金 △755

 繰延税金資産合計 19,557

 
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

流動資産

 繰延税金資産 （千円）

  未払費用 23,204

  未払事業税 18,542

  未払事業所税 1,432

  貸倒引当金 8,299

  返品調整引当金 1,528

 繰延税金資産合計 53,008

固定資産

 繰延税金資産 （千円）

  退職給付引当金 21,499

  ソフトウエア償却費 56

  減価償却費 3,163

  その他有価証券評価差額金 971

 繰延税金資産小計 25,690

  評価性引当金 △971

 繰延税金資産合計 24,719

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 40.7

（調整）

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3

 住民税均等割額等 0.5

 特別税額控除 △0.9

 その他 0.6

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.2

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 40.7

（調整）

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8

 住民税均等割額等 0.4

 特別税額控除 △0.5

 その他 △1.0

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.4
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(退職給付関係)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は確定給付型の制度として退職金規程に基づく

退職一時金制度を採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

   同左

 

２ 退職給付債務に関する事項

(千円)

退職給付債務 46,694

退職給付引当金 46,694

(注) 当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(千円)

退職給付債務 52,838

退職給付引当金 52,838

(注) 当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(千円)

勤務費用 13,284

退職給付費用 13,284

(注) 当社は簡便法を採用しているため、退職給付

費用はすべて勤務費用としております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(千円)

勤務費用 14,680

退職給付費用 14,680

(注) 当社は簡便法を採用しているため、退職給付

費用はすべて勤務費用としております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  当社は簡便法の退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を採用しているため、基

礎率等について記載しておりません。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

   同左
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１．ストック・オプションに係る当該事業年度における費用計上額及び科目名 

  売上原価の株式報酬費用         3,842千円 

   販売費及び一般管理費の株式報酬費用   3.964千円 

   

  

 

 

 

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日)
 
 
 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社従業員10名
当社取締役４名 
当社従業員18名

ストック・オプションの付与数 普通株式 120株 (注)１ 普通株式 546株 (注)１

付与日 平成12年９月25日 平成13年８月27日

権利確定条件 (注)２ (注)２

対象勤務期間 (注)６ (注)６

権利行使期間
平成14年10月１日
～平成22年９月19日

平成15年９月１日 
～平成23年８月21日

 

平成14年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション①

付与対象者の区分及び人数
当社取締役４名
当社従業員14名

当社取締役５名 
当社監査役１名 
当社従業員35名

ストック・オプションの付与数 普通株式 402株 (注)１ 普通株式 567株 (注)１

付与日 平成14年１月31日 平成16年８月３日

権利確定条件 (注)２ (注)３

対象勤務期間 (注)６ (注)６

権利行使期間
平成16年２月１日
～平成24年１月29日

平成18年２月１日 
～平成26年１月27日

 

平成16年ストック・オプション② 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 社外協力者１名
当社取締役５名 
当社監査役１名 
当社従業員13名

ストック・オプションの付与数 普通株式 15株 (注)１ 普通株式 1,800株 (注)１

付与日 平成16年８月３日 平成17年10月28日

権利確定条件 (注)４ (注)５

対象勤務期間 ― (注)６

権利行使期間
平成18年２月１日
～平成26年１月27日

平成19年３月１日 
～平成27年２月15日

 

平成18年ストック・オプション 平成19年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役５名
当社監査役２名 
当社従業員39名

当社取締役１名 
当社監査役２名 
当社従業員65名

ストック・オプションの付与数 普通株式 900株 (注)１ 普通株式 200株 

付与日 平成18年７月28日 平成19年11月26日

権利確定条件 (注)５ (注)５

対象勤務期間 (注)６
平成19年11月26日  
～平成21年11月25日

権利行使期間
平成20年２月１日
～平成28年１月24日

平成21年11月26日 
～平成28年11月25日
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(注) １ 株式数に換算して記載しております。なお、株式数につきましては、平成18年９月５日付けで１株を３株と

する株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。 

２ 権利を付与された者が、当社の役員または従業員たる地位を失った場合、これを行使することはできない。

３ 新株予約権の割当を受けた者が当社取締役、監査役または従業員の場合は、権利行使時において、当社の取

締役、監査役または従業員たる地位を保有していることとする。 

４ 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社と協力関係にあることを要する。 

５ 新株予約権の割当を受けた者が当社取締役、監査役または従業員の場合は、権利行使時において、当社の取

締役、監査役または従業員たる地位を保有していることとする。ただし、取締役会で認めた場合はこの限り

ではない。 

６ 対象勤務期間の定めはありません。    

  

 

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション

権利確定前

 前事業年度末(株) ― ―

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 権利確定(株) ― ―

 未確定残(株) ― ―

権利確定後

 前事業年度末(株) 48 66

 権利確定(株) ― ―

 権利行使(株) 30 30

 失効(株) ― ―

 未行使残(株) 18 36
 

平成14年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション①

権利確定前

 前事業年度末(株) ― ―

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 権利確定(株) ― ―

 未確定残(株) ― ―

権利確定後

 前事業年度末(株) 120 384

 権利確定(株) ― ―

 権利行使(株) 60 30

 失効(株) ― ―

 未行使残(株) 60 354
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(注) ストック・オプションの数は、株式数に換算して記載しております。なお、株式数につきましては、平成18年

９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式数を記載し

ております。 

  

 

 

 
  

 

平成16年ストック・オプション② 平成17年ストック・オプション

権利確定前

 前事業年度末(株) ― ―

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 権利確定(株) ― ―

 未確定残(株) ― ―

権利確定後

 前事業年度末(株) 15 1,299

 権利確定(株) ― ―

 権利行使(株) ― 225

 失効(株) ― 6

 未行使残(株) 15 1,068
 

平成18年ストック・オプション 平成19年ストック・オプション

権利確定前

 前事業年度末(株) ― 187

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― 15

 権利確定(株) ― ―

 未確定残(株) ― 172

権利確定後

 前事業年度末(株) 786 ―

 権利確定(株) ― ―

 権利行使(株) 60 ―

 失効(株) 24 ―

 未行使残(株) 702 ―

② 単価情報

平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション

権利行使価格(円) 22,223 53,334

行使時平均株価(円) 239,920 258,000

付与日における公正な 
評価単価（円）

― ―
 

平成14年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション①

権利行使価格(円) 53,334 53,334

行使時平均株価(円) 258,000 117,710

付与日における公正な 
評価単価（円）

― ―
 

平成16年ストック・オプション② 平成17年ストック・オプション

権利行使価格(円) 53,334 53,334

行使時平均株価(円) ― 229,049

付与日における公正な 
評価単価（円）

― ―
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(注) 権利行使価格については、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行っており、当該株式分割に

よる調整後の権利行使価格を記載しております。 

  

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法

を採用しております。 

  

 

平成18年ストック・オプション 平成19年ストック・オプション

権利行使価格(円) 80,000 139,555

行使時平均株価(円) 195,835 ―

付与日における公正な 
評価単価（円）

― 101,893
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(注) １ 株式数に換算して記載しております。なお、株式数につきましては、平成18年９月５日付けで１株を３株と

する株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。 

２ 権利を付与された者が、当社の役員または従業員たる地位を失った場合、これを行使することはできない。

３ 新株予約権の割当を受けた者が当社取締役、監査役または従業員の場合は、権利行使時において、当社の取

締役、監査役または従業員たる地位を保有していることとする。 

４ 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社と協力関係にあることを要する。 

当事業年度(自 平成21年11月１日 至 平成22年10月31日)

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社従業員10名
当社取締役４名 
当社従業員18名

ストック・オプションの付与数 普通株式 120株 (注)１ 普通株式 546株 (注)１

付与日 平成12年９月25日 平成13年８月27日

権利確定条件 (注)２ (注)２

対象勤務期間 (注)６ (注)６

権利行使期間
平成14年10月１日
～平成22年９月19日

平成15年９月１日 
～平成23年８月21日

平成14年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション①

付与対象者の区分及び人数
当社取締役４名
当社従業員14名

当社取締役５名 
当社監査役１名 
当社従業員35名

ストック・オプションの付与数 普通株式 402株 (注)１ 普通株式 567株 (注)１

付与日 平成14年１月31日 平成16年８月３日

権利確定条件 (注)２ (注)３

対象勤務期間 (注)６ (注)６

権利行使期間
平成16年２月１日
～平成24年１月29日

平成18年２月１日 
～平成26年１月27日

平成16年ストック・オプション② 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 社外協力者１名
当社取締役５名 
当社監査役１名 
当社従業員13名

ストック・オプションの付与数 普通株式 15株 (注)１ 普通株式 1,800株 (注)１

付与日 平成16年８月３日 平成17年10月28日

権利確定条件 (注)４ (注)５

対象勤務期間 ― (注)６

権利行使期間
平成18年２月１日
～平成26年１月27日

平成19年３月１日 
～平成27年２月15日

平成18年ストック・オプション 平成19年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役５名
当社監査役２名 
当社従業員39名

当社取締役１名 
当社監査役２名 
当社従業員65名

ストック・オプションの付与数 普通株式 900株 (注)１ 普通株式 200株 

付与日 平成18年７月28日 平成19年11月26日

権利確定条件 (注)５ (注)５

対象勤務期間 (注)６
平成19年11月26日  
～平成21年11月25日

権利行使期間
平成20年２月１日
～平成28年１月24日

平成21年11月26日 
～平成28年11月25日
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５ 新株予約権の割当を受けた者が当社取締役、監査役または従業員の場合は、権利行使時において、当社の取

締役、監査役または従業員たる地位を保有していることとする。ただし、取締役会で認めた場合はこの限り

ではない。 

６ 対象勤務期間の定めはありません。    

  

 

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション

権利確定前

 前事業年度末(株) ― ―

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 権利確定(株) ― ―

 未確定残(株) ― ―

権利確定後

 前事業年度末(株) 18 36

 権利確定(株) ― ―

 権利行使(株) 18 ―

 失効(株) ― ―

 未行使残(株) ― 36

平成14年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション①

権利確定前

 前事業年度末(株) ― ―

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 権利確定(株) ― ―

 未確定残(株) ― ―

権利確定後

 前事業年度末(株) 60 354

 権利確定(株) ― ―

 権利行使(株) 3 45

 失効(株) ― 12

 未行使残(株) 57 297
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(注) ストック・オプションの数は、株式数に換算して記載しております。なお、株式数につきましては、平成18年

９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式数を記載し

ております。 

  

 

 

平成16年ストック・オプション② 平成17年ストック・オプション

権利確定前

 前事業年度末(株) ― ―

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 権利確定(株) ― ―

 未確定残(株) ― ―

権利確定後

 前事業年度末(株) 15 1,068

 権利確定(株) ― ―

 権利行使(株) ― 255

 失効(株) ― ―

 未行使残(株) 15 813

平成18年ストック・オプション 平成19年ストック・オプション

権利確定前

 前事業年度末(株) ― 172

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 権利確定(株) ― 172

 未確定残(株) ― ―

権利確定後

 前事業年度末(株) 702 ―

 権利確定(株) ― 172

 権利行使(株) 45 5

 失効(株) 3 7

 未行使残(株) 654 160

② 単価情報

平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション

権利行使価格(円) 53,334 53,334

行使時平均株価(円) 129,167 ―

付与日における公正な 
評価単価（円）

― ―

平成14年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション①

権利行使価格(円) 53,334 53,334

行使時平均株価(円) 140,000 160,633

付与日における公正な 
評価単価（円）

― ―

平成16年ストック・オプション② 平成17年ストック・オプション

権利行使価格(円) 53,334 53,334

行使時平均株価(円) ― 102,694

付与日における公正な 
評価単価（円）

― ―
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(注) 権利行使価格については、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行っており、当該株式分割に

よる調整後の権利行使価格を記載しております。 

  

２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法

を採用しております。  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  該当事項はありません。 

  

平成18年ストック・オプション 平成19年ストック・オプション

権利行使価格(円) 80,000 139,555

行使時平均株価(円) 173,633 153,800

付与日における公正な 
評価単価（円）

― 101,893

(企業結合等関係)

(賃貸等不動産関係)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

１株当たり純資産額 61,810円89銭 70,503円14銭

１株当たり当期純利益 9,141円32銭 9,740円13銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 8,718円55銭 9,344円79銭

項目
前事業年度

（平成21年10月31日)
当事業年度

（平成22年10月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,886,687 2,175,187

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 1,869,161 2,158,171

差額の主な内訳（千円） 

 新株予約権
17,525 17,016

1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式数(株)
30,240 30,611

項目
前事業年度

(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

１株当たり当期純利益金額

 損益計算書上の当期純利益(千円) 272,969 295,388

 普通株式に係る当期純利益(千円) 272,969 295,388

 普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

 普通株式の期中平均株式数(株) 29,861 30,327

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 当期純利益調整額 ─ ─

 普通株式増加数（株） 1,448 1,283

 （うち新株予約権（株）） （1,448） （1,283）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

 新株予約権１種類(新株

予約権の数172個)  

  

 

───
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

当事業年度
(自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日)

 ────────── （ストック・オプションの付与）

当社は、平成22年11月12日開催の取締役会決議に基づ
き、平成22年11月15日付けで当社の取締役、および従業
員に対して、ストック・オプションを付与いたしまし
た。その主な内容は次のとおりであります。
（1）ストック・オプションの割当を受ける者及び割当て

るストック・オプションの数
    当社の取締役４名に40個、当社の従業員76名に160

個を割り当てる。
（2）ストック・オプションの目的となる株式の種類及び

数
    当社普通株式200株
（3）ストック・オプションの発行価額
    無償で発行するものとする
（4）発行するストック・オプションの総数

 200個（ストック・オプション１個につき普通株１
株）

（5）ストック・オプションの行使に際して出資される財
産の価額

ストック・オプション１個当たり 119,000円
 （１株当たり 119,000円）
（6）発行価額のうち資本へ組み入れる額
 59,500円

（7）ストック・オプションの行使により普通株式を発行
する場合における発行価額の総額
  23,800,000円

（8）ストック・オプションの行使期間
    平成24年11月15日から平成31年10月31日までとす

る。
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役員の異動につきましては開示内容が定まった時点で開示いたします。  

  

１．生産実績 

 
（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

２．受注状況 

①受注高 

 
（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

  ②受注残高 

 
（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

  ③販売実績 

 
（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

5. その他

(1) 役員の異動

(2) その他

事業の種類別
前事業年度 

(自 平成20年11月１日  
 至 平成21年10月31日)

当事業年度  
(自 平成21年11月１日  
 至 平成22年10月31日)

前年同期比(％)

電子書籍サポート事業（千円） 988,165 949,488 96.1

クリエイターサポート事業（千円） 793,657 1,089,103 137.2

合計 1,781,822 2,038,591 114.4

事業の種類別
前事業年度 

(自 平成20年11月１日  
 至 平成21年10月31日)

当事業年度  
(自 平成21年11月１日  
 至 平成22年10月31日)

前年同期比(％)

電子書籍サポート事業（千円） 1,966,830 2,196,723 111.7

クリエイターサポート事業（千円） 652,430 517,923 79.4

合計 2,619,261 2,714,646 103.6

事業の種類別
前事業年度 

(自 平成20年11月１日  
 至 平成21年10月31日)

当事業年度  
(自 平成21年11月１日  
 至 平成22年10月31日)

前年同期比(％)

電子書籍サポート事業（千円） 4,504 1,143 25.4

クリエイターサポート事業（千円） 3,662 550 15.0

合計 8,166 1,693 20.7

事業の種類別
前事業年度 

(自 平成20年11月１日  
 至 平成21年10月31日)

当事業年度  
(自 平成21年11月１日  
 至 平成22年10月31日)

前年同期比(％)

電子書籍サポート事業（千円） 2,032,705 2,200,084 108.2

クリエイターサポート事業（千円） 662,959 521,035 78.6

合計 2,695,664 2,721,120 100.9
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